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教 育 委 員 会
一　般　会　計 （単位：千円）

通 常 分
国の補正予算

対応分
国支出金 地方債 その他

教 育 政 策 課 4,253,034 630,217 630,217 4,883,251 442,133 236,719 -48,635

学 校 人 事 課 116,772,449 -3,062,249 -3,062,249 113,710,200 386,259 -75,370 -3,373,138

文 化 課 1,498,173 -103,676 -103,676 1,394,497 -1,183 -61,000 -25,270 -16,223

施 設 課 8,457,860 -443,747 -480,567 36,820 8,014,113 -33,430 -240,000 10,013 -180,330

高 校 教 育 課 2,556,982 -98,525 -252,399 153,874 2,458,457 123,872 -33,000 -9,765 -179,632

特 別 支 援 教 育 課 250,886 -33,087 -33,087 217,799 -8,847 -24,240

学校安全・安心推進課 612,591 -15,359 -15,359 597,232 -2,250 1,000 -1,350 -12,759

体 育 保 健 課 2,367,487 -301,194 -361,160 59,966 2,066,293 21,389 -288,000 -34,583

義 務 教 育 課 517,578 -31,102 -44,433 13,331 486,476 -13,737 -6,130 -11,235

社 会 教 育 課 1,320,352 100,922 100,922 1,421,274 3,308 -20,000 92,167 25,447

人 権 同 和 教 育 課 30,000 30,000

一 般 会 計 合 計 138,637,392 -3,357,800 -3,621,791 263,991 135,279,592 917,514 -641,000 221,014 -3,855,328

熊本県立高等学校実習資金特別会計 （単位：千円）

高 校 教 育 課 374,950 1,746 241 1,505 376,696 1,746

熊本県育英資金等貸与特別会計 （単位：千円）

高 校 教 育 課 548,224 -185,955 -185,955 362,269 -185,955

合　　　　　計 （単位：千円）

教育委員会合計 139,560,566 -3,542,009 -3,807,505 265,496 136,018,557 917,514 -641,000 36,805 -3,855,328

令 和 ７ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 総 括 表

補　正　額 　の 　財 　源 　内  訳

一般財源
課    　名 補正前の額 計

補　正　額

内　　訳 特     定    　財    　源
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教育政策課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　委員報酬 -138

（１）教育委員会委員報酬等 -138

　　所要見込額の減

１　事務局運営費等 -56,396

（１）課及び室運営費 -6,650

　　所要見込額の減

（２）維持補修費 -2,500

　　所要見込額の減

（３）争訟事務 -305

　　所要見込額の減

（４）熊本県教育情報化推進事業 -27,524

    所要見込額の減

（５）職員厚生費 -1,326

　　所要見込額の減

（６）福利運営費 -3,172

　　所要見込額の減

（７）夢教育応援事業 -5,213

　　所要見込額の減

（８）熊本県公立学校情報機器整備事業 -9,706

　　所要見込額の減

２　公立学校情報機器整備基金積立金 698,591

（１）熊本県公立学校情報機器整備基金 698,591

　　熊本県公立学校情報機器整備基金への積立て

-138

212～214 事務局費 4,081,896

9,518

令和７年度２月補正予算県議会説明資料

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

説                 明

212

241,539 -41,477

教育委員会費 9,656 -138

642,195 4,724,091 442,133
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教育政策課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　教職員住宅建設事業費 -1,357

（１）教職員住宅建設償還金及び財産処分費 -1,357

　　所要見込額の減

２　教職員住宅等管理費 -9,406

（１）教職員住宅管理費 -9,406

　　所要見込額の減並びに教職員住宅及び宿舎貸付

　料の収入見込額の減に伴う財源更正

１　恩給及び退職年金費 -1,077

（１）恩給及び退職年金費 -1,077

　　所要見込額の減

　

-4,820 -5,943214～215 教職員人事費 130,241

説                 明

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

課      計 4,253,034 630,217 4,883,251

216
恩給及び退職年
金費

31,241 -1,077 30,164

-10,763 119,478

236,719 -48,635

-1,077

442,133

3



学校人事課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　職員給与費 -32,767

（１）教育委員会事務局職員給 -32,767

　　支給見込額の減及び国立研究開発法人科学技術

　振興機構からの人件費に係る収入見込増に伴う財

　源更正

２　退職手当

（１）事務局職員退職手当 -64,992

　　支給見込額の減 -64,992

１　退職手当 -452,519

（１）教職員退職手当 -452,519

　　支給見込額の減

２　児童手当 -71,000

（１）児童手当 -71,000

　　支給見込額の減

３　管理運営費 -518,362

（１）小・中学校非常勤講師配置事業 -40,715

　　所要見込額の減

（２）障がい者就労支援事業 -14,099

　　所要見込額の減

（３）教育サポート事業 -245,406

　　所要見込額の減

（４）就学支援金交付等事業 -209,042

　　所要見込額の減

（５）初任者研修に係る非常勤講師配置（県立） -9,100

　　所要見込額の減

４　国庫支出金返納金 1,939

（１）国庫支出金返納金 1,939

　　義務教育費国庫負担金等の事業費の確定に伴う

　国庫支出金返納金

145 -97,904

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

説                 明

214～215 教職員人事費 12,801,377 -1,039,942 11,761,435 -230,131

212～214
事務局費 1,945,291 -97,759 1,847,532

-809,811
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学校人事課（一般会計）

 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　管理運営費 -168

（１）管理運営費 -9

　　所要見込額の減

（２）情報教育事業 -159

　　所要見込額の減

２　研修事業費 -5,562

（１）研修事業 -1,822

　　所要見込額の減

（２）初任者研修（県立） -2,000

　　所要見込額の減

（３）初任者研修（小中） -1,000

　　所要見込額の減

（４）共創型次世代教員研修事業 -740

　　所要見込額の減

１　教職員給与費 -1,069,718

（１）小学校教職員給 -1,069,718

　　支給見込額の減及び義務教育費国庫負担金等の

　収入見込の増に伴う財源更正

２　旅費 -5,631

（１）小学校教職員旅費 -5,631

　　支給見込額の減

１　教職員給与費 -717,340

（１）中学校教職員給 -717,340

　　支給見込額の減及び義務教育費国庫負担金等の

　収入見込の増等に伴う財源更正

２　旅費 -6,161

（１）中学校教職員旅費 -6,161

　　支給見込額の減

407 -1,176,723

220～221
教職員費 22,940,568 -723,501 22,217,067 53,471 -36 -776,936

218～219 教職員費 37,845,442 -1,075,349 36,770,093 100,967

説                 明

-5,730216 教育センター費 74,881 -5,730 69,151

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源
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学校人事課（一般会計）

 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　教職員給与費 -82,050

（１）高等学校教職員給 -82,050

　　支給見込額の減及び授業料の収入見込の減に伴

　う財源更正

１　学校運営費 -252,017

（１）全日制高等学校運営費 -252,017

　　所要見込額の減並びに授業料等の収入見込減及

　び物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の充

　当に伴う財源更正

１　学校運営費

（１）定時制高等学校運営費

　　授業料等の収入見込額の増に伴う財源更正

１　学校運営費

（１）通信制高等学校運営費

　　授業料等の収入見込額の減に伴う財源更正

１　教職員給与費 268,492

（１）特別支援学校教職員給 268,492

　　支給見込額の増及び義務教育費国庫負担金等の

　収入見込の増に伴う財源更正

２　学校運営費 -65,533

（１）特別支援学校運営費 -59,533

　　所要見込額の減並びに実習生産物売払等の収入

　見込の減及び物価高騰対応重点支援地方創生臨時

　交付金の充当に伴う財源更正

（２）特別支援学校非常勤配置費 -6,000

　　所要見込額の減

３　就学奨励費 11,140

（１）特別支援学校就学奨励費 11,140

　　所要見込額の増

225 通信教育費 4,978 4,978 -202 202

224
定時制高等学校
管理費

38,728 38,728 137 -137

223～224
全日制高等学校
管理費

2,085,477 -252,017 1,833,460 380,825 -10,203 -622,639

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

説                 明

222～223 高等学校総務費 26,152,462 -82,050 26,070,412 -73,543 -8,507

226～227
特別支援学校費 12,838,774 214,099 13,052,873 81,127 -575 133,547
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学校人事課（一般会計）

 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　教育施設災害復旧費

（１）県立学校備品教材災害復旧費

　　企業版ふるさと納税の充当に伴う財源更正

　

244
教育施設災害普
及費

17,501 17,501

課      計

8,500

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

説                 明

-8,500

116,772,449 -3,062,249 113,710,200 386,259 -75,370 -3,373,138
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文化課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　職員給与費 2,080

（１）文化課職員給 2,080

　　支給見込額の増

２　文化振興費 -8,159

（１）美術館分館管理運営費 -6,974

　　所要見込額の減

（２）高等学校（文化部）部活動指導員配置事業 -1,185

　　所要見込額の減

３　文化財調査費 -11,571

（１）埋蔵文化財発掘調査（受託） -11,571

　　所要見込額の減

４　文化財保存管理費 -5,388

（１）被災文化財保存復旧支援事業 -3,021

　　所要見込額の減

（２）管理運営費

　　古墳館の使用料収入等の増に伴う財源更正

（３）鞠智城整備事業 -2,367

　　所要見込み額の減

５　平成28年熊本地震被災文化財等復旧復興基金積立金 10,207

（１）平成28年熊本地震被災文化財等復旧復興基金積立 10,207

　　金

　　運用利息の積立て

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

説                 明

229～230 文化費 554,697 -12,831 541,866 -1,183 -5,000 -1,005 -5,643
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文化課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　職員給与費 -984

（１）美術館職員給 -984

　　支給見込額の減

２　美術館施設整備費 -50,000

（１）県立美術館本館改修整備事業 -50,000

　　所要見込額の減

３　展覧会事業費

（１）展覧会事業費

　　使用料収入等の増に伴う財源更正

４　永青文庫推進事業費 -3,000

（１）細川コレクション永青文庫推進事業 -3,000

　　所要見込額の減及び使用料収入等の増に伴う

　財源更正

５　美術品取得基金積立金 1,643

（１）美術品取得基金積立金 1,643

　　運用利息の積立て

６　永青文庫常設展示振興基金積立金 973

（１）永青文庫常設展示振興基金積立金 973

　　運用利息の積立て

補  正  額  の  財  源  内  訳

説                 明

231～232 美術館費 699,263 -51,368 647,895 -45,000 2,762 -9,130

特    定    財    源
一般財源
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文化課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　社会教育施設災害復旧費 -39,477

（１）文化財災害復旧事業 -37,323

　　所要見込額の減

（２）文化財災害復旧事業（令和７年８月豪雨） -2,154

　　所要見込額の減

244
教育施設災害復
旧費

244,213 -39,477 204,736

-25,270

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

説                 明

-16,223

-11,000 -27,027 -1,450

-61,000課      計 1,498,173 -103,676 1,394,497 -1,183
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施設課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　県立学校施設維持費 -57,160

（１）高等学校施設維持管理費 -57,160

　　所要見込み額の減

１　県立高等学校施設整備費 -322,571

（１）校舎新・増改築事業（単県） -324,202

　　債務設定見直しに伴う所要額の減

２　事業費の職員給与費 1,631

（１）学校建設事業充当職員給 1,631

　　支給見込み額の増

１　施設整備費 20,101

（１）特別支援学校施設維持管理費 -11,850

　　所要見込み額の減

（２）特別支援学校施設整備事業【経済対策分】 36,820

　　特別支援学校の体育館空調整備工事に要する経費

（３）特別支援教育環境整備事業 -4,869

　　所要見込み額の減

１　教育施設災害復旧費 -84,117

（１）公立文教施設災害復旧指導監督事務費 100

　　所要見込み額の増

（２）県立学校施設災害復旧事業 -84,217

　　所要見込み額の減及び企業版ふるさと納税の充当に

　伴う財源更正

　

課      計

-38,922

8,457,860 -443,747 8,014,113 -33,430 -240,000 10,013 -180,330

244
教育施設災害復
旧費

432,897 -84,117 348,780 -30,208 -25,000

224～225 学校建設費 5,886,272 -322,571 5,563,701

226～227 特別支援学校費 1,975,738 20,101 1,995,839

10,013

-57,160

-18,986 -236,000 -67,585

15,764 21,000 -16,663

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

説                 明

223～224
全日制高等学校
管理費

157,886 -57,160 100,726
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高校教育課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　事務局運営費等 -6,913

（１）新設高等学校等教育環境整備事業 -1,800

　　所要見込額の減

（２）県立高校魅力化きらめきプラン -99

　　所要見込額の減及び企業版ふるさと納税の充当

　に伴う財源更正

（３）県立高校あり方提言推進事業 -499

　　所要見込額の減

（４）世界に羽ばたくグローバル人材育成事業 -3,765

　　所要見込額の減

（５）企業との連携による特出した高校魅力化推進事業 -750

　　所要見込額の減及びデジタル債の充当に伴う財

　源更正

１　指導行政事務費 -39,000

（１）通学支援事業 -38,000

　　所要見込額の減

（２）授業目的公衆送信補償金制度事業 -1,000

　　所要見込額の減

２　学校教育指導費 74,717

（１）くまもと教育改革プログラム -1,700

　　所要見込額の減

（２）スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ） -9,070

　　推進事業

　　所要見込額の減

215～216 教育指導費 793,731 95,717 889,448 149,116 -9,070 -44,329

説                 明

-6,913 209,640 2,000 400 -9,313212～214 事務局費 216,553

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源
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高校教育課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

（３）コミュニティ・スクール推進事業 -128

　　所要見込額の減

（４）外国人生徒受入支援事業 -5,250

　　所要見込額の減

（５）高等学校ＤＸ加速化推進事業【経済対策分】 90,865

　　ICTを活用した探究的な学びを強化する学校等

　の環境整備に必要な経費

３　高等学校等教育改革促進基金積立金 60,000

（１）熊本県高等学校等教育改革促進基金積立金 60,000

　　【経済対策分】

　　熊本県高等学校等教育改革促進基金への積立て

１　高等学校入学学力検査費 -13,755

（１）高等学校入学者選抜学力検査 -13,755

　　所要見込額の減及び新しい地方経済・生活環境

　創生交付金（デジタル実装型）の充当に伴う財源

　更正

１　定時制通信制修学奨励事業費 -5,200

（１）定通教育修学奨励事業 -5,200

　　所要見込額の減

２　高等学校等進学奨励費 -128,876

（１）奨学のための給付金事業 -128,876

　　所要見込額の減

３　産業教育設備費 309

（１）高等学校産業教育設備整備費 -2,700

　　所要見込額の減及び企業版ふるさと納税の充当

　に伴う財源更正

教育振興費 846,861224 -133,767 713,094 -41,455 -1,095 -91,217

-29,96616,211

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

説                 明

222～223 高等学校総務費 58,490 -13,755 44,735
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高校教育課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

（２）農業教育高度化事業【経済対策分】 3,009

　　天草拓心高校本渡校舎の実習施設（豚舎・牛

　舎）の環境整備に要する経費

１　県立高等学校施設整備費 -39,807

（１）高森高校環境整備事業 -39,807

　　所要見込額の減

　

説                 明

補  正  額  の  財  源  内  訳

-179,632課      計 2,556,982 -98,525 2,458,457 123,872 -33,000 -9,765

224～225 学校建設費 373,983 -39,807 334,176 -35,000 -4,807

特    定    財    源
一般財源
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特別支援教育課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　学校教育指導費 -33,087

（１）発達障がい等支援事業 -5,990

　　所要見込額の減

（２）医療的ケア児等支援事業 -26,697

　　所要見込額の減

（３）インクルーシブ教育システム構築事業 -400

　　所要見込額の減

　

-24,240課      計

-8,847 -24,240

250,886 -33,087 217,799 -8,847

215～216 教育指導費 243,945 -33,087 210,858

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

説                 明
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学校安全・安心推進課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　児童生徒の健全育成費 -13,709

（１）いじめ防止対策推進事業 -4,630

　　所要見込額の減

（２）生徒指導支援事業 -1,769

　　所要見込額の減

（３）不登校支援・適応指導事業 -3,080

　　所要見込額の減及びデジタル債充当に伴う財源更正

（４）SSW活用事業 -4,230

　　所要見込額の減

１　学校保健給食振興費 -1,650

（１）日本スポーツ振興センター事業 -1,650

　　所要見込額の減

　

課      計

-1,350 -300

612,591 -15,359 597,232 -2,250 1,000 -1,350 -12,759

233 保健体育総務費 232,367 -1,650

215～216 教育指導費 380,224 -13,709 366,515

230,717

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

説                 明

-2,250 1,000 -12,459
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体育保健課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　職員給与費 -2,746

（１）体育保健課職員給 -2,746

　　支給見込み額の減

２　学校保健給食振興費 -1,775

（１）県立学校における健康診断 -1,290

　　所要見込み額の減

（２）学校医・学校歯科医・薬剤師等の設置 -485

　　所要見込み額の減

１　学校体育振興費 49,541

（１）中学校部活動地域展開推進事業【経済対策分】 59,966

　　公立中学校における部活動の地域展開に要する経費

（２）学校体育推進事業 -1,873

　　所要見込み額の減

（３）部活動指導員配置事業 -5,752

　　所要見込み額の減

（４）学校体育団体育成事業 -2,800

　　所要見込み額の減

２　社会体育振興費 -14,940

（１）国民スポーツ大会 -14,430

　　所要見込み額の減

（２）くまもと新時代競技力向上事業 -510

　　所要見込み額の減

１　県営体育施設整備費 -331,274

（１）県営体育施設整備事業 -331,274

　　所要見込額の減

　

課      計

-37,252

2,367,487 -301,194 2,066,293 21,389 -288,000 -34,583

7,190

234～235 体育施設費 1,747,837 -331,274 1,416,563 -6,022 -288,000

27,411

233 保健体育総務費 243,878 -4,521 239,357

233～234 体育振興費 375,772 34,601 410,373

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

説                 明

-4,521
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義務教育課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　指導行政事務費 -3,041

（１）指導行政事務費 -340

　　所要見込額の減

（２）夜間中学管理運営費 -2,701

　　所要見込額の減

２　学校教育指導費 -25,076

（１）肥後っ子かがやき推進事業 -200

　　所要見込額の減

（２）道徳教育総合支援事業 -500

　　所要見込額の減

（３）日本一の環境教育「水俣に学ぶ肥後っ子」推進 -200

　　事業

　　所要見込額の減

（４）小・中学校等における起業体験推進事業 -1,400

　　所要見込額の減

（５）幼児教育推進体制の充実・活用強化事業 -700

　　所要見込額の減

（６）英語検定チャレンジ事業 -1,172

　　所要見込額の減

（７）海外留学促進事業 -6,700

　　所要見込額の減

（８）ＡＬＴ活用促進事業 -8,863

　　所要見込額の減

（９）日本語指導推進事業 -4,455

　　所要見込額の減

（10）くまもと新時代に向けた新たな学びの創造事業 -8,560

　　所要見込額の減

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

説                 明

-13,737 -6,130 -11,235215～216 教育指導費 517,578 -31,102 486,476
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義務教育課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

（11）くまもと新時代を担うグローバル人材育成推進 -2,573

　　事業【経済対策分(一部)】

　　所要見込額の減及びＡＩを活用した英語力向上

　の取組に要する経費

（12）部活動の地域展開・地域文化クラブ活動推進 10,247

　　事業【経済対策分】

　　文化部活動の地域展開に向けた環境の整備に取り

　組む市町村に対する助成等に要する経費

３　児童生徒の健全育成費 -3,033

（１）学級経営等支援事業 -3,033

　　所要見込額の減

４　国庫支出金返納金 48

（１）国庫支出金返納金 48

　　令和６年度教育支援体制整備事業費交付金の事業

　費の確定に伴う国庫支出金返納金

　

-11,235課      計 517,578 -31,102 486,476 -13,737 -6,130

補  正  額  の  財  源  内  訳

説                 明特    定    財    源
一般財源
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社会教育課（一般会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　職員給与費 -3,484

（１）社会教育課職員給 -3,484

　　支給見込額の減

２　社会教育諸費 -36,288

（１）地域人権教育指導員設置費補助 -2,080

　　所要見込額の減

（２）青少年教育施設管理運営費 -22,489

　　所要見込額の減

（３）地域学校協働活動推進事業 -11,719

　　所要見込額の減

３　こどもの読書環境整備基金積立金 146,740

（１）熊本県こどもの読書環境整備基金積立金 146,740

　　寄附金及び運用利息の積立

１　職員給与費 539

（１）図書館職員給 539

　　支給見込額の増

２　管理運営費 -3,785

（１）管理運営費 -3,785

　　所要見込額の減及び物価高騰対応重点支援地方創生臨

　時交付金の充当に伴う財源更正

３　事業費 -2,800

（１）こども本の森　熊本の運営及び充実 -2,800

　　所要見込額の減並びに寄附金の充当及びグッズ販売収

　入による財源更正

　

課      計

-2,800 -12,446

1,320,352 100,922 1,421,274 3,308 -20,000 92,167 25,447

9,200231 図書館費 325,486 -6,046

229 社会教育総務費 964,740 106,968 1,071,708

319,440

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

説                 明

-5,892 -20,000 94,967 37,893
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高校教育課（熊本県立高等学校実習資金特別会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　県立高等学校実習基金積立金 241

（１）県立高等学校実習基金積立金 241

　　県立高等学校実習基金の元金及び運用利息の積立て

１　一般会計繰出金 1,505

（１）一般会計繰出金【経済対策分】 1,505

　  農業教育高度化事業（経済対策分）に係る繰出金

　

高校教育課（熊本県育英資金等貸与特別会計）
 （単位：千円）

事項別

明細書 目   名 補正前の額 補正額 計

頁  数 国支出金 地方債 その他

１　貸付金 -185,955

（１）育英資金貸付金（大学貸与・修学貸与・緊急貸 -185,955

　　与）

　　所要見込額の減

　

課      計

1,505

374,950 1,746 376,696 1,746

284 農業高等学校費 233,955 241 234,196

285 一般会計繰出金 1,505 1,505

補  正  額  の  財  源  内  訳

特    定    財    源
一般財源

説                 明

補  正  額  の  財  源  内  訳

241

特    定    財    源
一般財源

説                 明

308
育英資金等貸与
金

548,224 -185,955 362,269 -185,955

-185,955課      計 548,224 -185,955 362,269
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文化課

（単位：千円）

補正前 補正後

施設課

（単位：千円）

補正前 補正後

特別支援学校施設整備事業
（理由）
国の補正予算（経済対策）を活用することか
ら、年度内の執行が困難であるため

合　　　　　　　計 928,849 966,669

14 教育費 特別支援学校費 928,849 966,669

議　案
頁　数

款 項
金　　額

説　　明

文化財保存事業
（理由）
工法の検討等に時間を要し、年度内の執行が困
難となったため

14 教育費 社会教育費 384,081 386,381

金　　額

繰    越    明    許    費    補　　正　（　変　更　）

説　　明

文化財災害復旧事業（地震、令和７年８月豪
雨）
（理由）
工法の検討等に時間を要し、年度内の執行が困
難となったため

議　案
頁　数

款 項

合　　　　　　　計 405,342 422,806

15 災害復旧費 教育災害復旧費 21,261 36,425
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高校教育課

（単位：千円）

補正前 補正後

繰    越    明    許    費    補　　正　（　変　更　）

議　案
頁　数

款 項
金　　額

説　　明

高等学校ＤＸ加速化推進事業
（理由）
国の補正予算（経済対策）を活用することか
ら、年度内の執行が困難であるため

14 教育費 教育総務費 0 15,000

企業との連携による特出した高校魅力化推進事
業
（理由）
事業内容の一部見直しにより、年度内の執行が
困難となったため

14 教育費 教育総務費 0 90,865

合　　　　　　　計 0 108,874

14 教育費 高等学校費 0 3,009

農業教育高度化事業（経済対策分）
（理由）
国の補正予算（経済対策）を活用することか
ら、年度内の執行が困難であるため
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体育保健課

（単位：千円）

補正前 補正後

繰    越    明    許    費    補　　正　（　変　更　）

議　案
頁　数

款 項
金　　額

説　　明

県営体育施設管理費
（理由）
工事内容の変更や追加等により、年度内の執行
が困難となったため

15 教育費 保健体育費 0 59,966

中学校部活動地域展開推進事業
（理由）
国の補正予算（経済対策）を活用することか
ら、年度内の執行が困難であるため

15 教育費 保健体育費 0 5,900

合　　　　　　　計 317,867 444,047

15 教育費 保健体育費 317,867 378,181

県営体育施設整備事業
（理由）
資材品薄等による調達の遅れにより、年度内の
執行が困難となったため
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義務教育課

（単位：千円）

補正前 補正後

部活動の地域展開・地域文化クラブ活動推進事
業
（理由）
国の補正予算（経済対策）を活用することか
ら、年度内の執行が困難であるため

繰    越    明    許    費    補　　正　（　変　更　）

議　案
頁　数

款 項
金　　額

説　　明

14 教育費 教育総務費 0 10,247

合　　　　　　　計 0 13,331

14 教育費 教育総務費 0 3,084

くまもと新時代を担うグローバル人材育成推進
事業
（理由）
国の補正予算（経済対策）を活用することか
ら、年度内の執行が困難であるため
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教育政策課
（単位：千円）

事　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額 説　　　　明

施設課
（単位：千円）

事　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額 説　　　　明

債　務　負　担　行　為　補　正（追　加）

議　案
頁　数

20 教職員住宅用地賃借 令和８年度 171

教職員住宅に係る土地賃借料
（理由）
４月１日から賃借するためには、年度
内に契約を締結する必要があるため

16 著作物複写利用業務 令和８年度 146

著作物複写利用に係る賃借料
（理由）
４月１日から利用するためには、年度
内に契約を締結する必要があるため

人吉高校五木分校敷地外２校における
賃借料
（理由）
４月１日から賃借するためには、年度
内に契約を締結する必要があるため

議　案
頁　数

20 県立学校用地等賃借 令和８年度 909
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高校教育課（一般会計）
（単位：千円）

事　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額 説　　　　明

社会教育課
（単位：千円）

事　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額 説　　　　明

家庭教育電話相談事業で使用する電話
相談室の賃借料
（理由）
４月１日から賃借するためには、年度
内に契約を締結する必要があるため

議　案
頁　数

20 人吉高校五木分校魅力化推進業務 令和８年度 6,000

人吉高校五木分校魅力化コーディネー
トに係る委託費
（理由）
４月１日からの事業実施のためには、
年度内に契約を締結する必要があるた
め

議　案
頁　数

20 電話相談室賃借 令和８年度 540
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高校教育課（熊本県育英資金等貸与特別会計）
（単位：千円）

事　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額 説　　　　明

育英資金返還金コンビニ収納業務に係
る委託費
（理由）
４月１日からの事業実施のためには、
年度内に契約を締結する必要があるた
め

議　案
頁　数

56 育英資金返還金収納事務委託業務 令和８年度 1,749

56 情報処理関連業務 令和８年度 1,128

育英資金管理システム保守業務に係る
委託費
（理由）
４月１日からの事業実施のためには、
年度内に契約を締結する必要があるた
め
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体育保健課
（単位：千円）

説　　　　明

事　　　　　項 期　　間 限度額 事　　　　　項 期　間 限度額

2,635,570

県民総合運動公園のアクセス改善対策
に係る警備員配置等に要する経費
（理由）
４月１日からの事業実施のためには、
年度内に契約を締結する必要があるた
め

債　務　負　担　行　為　補　正　（変　更）

議　案
頁　数

補　正　前 補　正　後

22
県民総合運動公園管理運

営業務

令和８年度
～

令和１２年度
2,600,000 （補正前に同じ）

令和８年度
～

令和１２年度

29



高校教育課（熊本県立高等学校実習資金特別会計）
（単位：千円）

事　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額 説　　　　明

債　務　負　担　行　為　補　正（設　定）

議　案
頁　数

38 事務機器等賃借 令和８年度 412

熊本農業高校及び芦北高校の実習に係
る各システム等の使用料及び保守に係
る費用
（理由）
４月１日からの当該システムの利用の
ためには、年度内に契約を締結する必
要があるため

30
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1

第　 2 1 　 号

　 　 　 熊本県高等学校等教育改革促進基金条例の制定について

　 熊本県高等学校等教育改革促進基金条例を次のよう に制定するこ と と する。

　 　 令和 8 年 2月 1 7 日提出

熊本県知事　 木　 村　 敬　 　 　

　 　 　 熊本県高等学校等教育改革促進基金条例

　 （ 設置）

第 1 条　 公立の高等学校等（ 特別支援学校の高等部を含む。 ） における教育改革の推進の

ための事業に要する資金を積み立てるため、 熊本県高等学校等教育改革促進基金（ 以下

「 基金」 と いう 。 ） を設置する。

　 （ 積立て）

第 2 条　 基金と して積み立てる額は、 熊本県一般会計歳入歳出予算（ 以下「 予算」 と いう

　 で定める。

　 （ 管理）

第 3 条　 基金に属する現金は、 金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により 保

管しなければならない。

2 　 基金に属する現金は、 必要に応じ、 最も確実かつ有利な有価証券に代えるこ と ができ

る。

　 （ 運用益金の処理）

第 4 条　 基金の運用から生ずる収益は、 予算に計上して、 基金に編入するものと する。

　 （ 繰替運用）

第 5 条　 知事は、 財政上必要があると 認めると きは、 確実な繰戻しの方法、 期間及び利率

を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り 替えて運用するこ と ができる。

　 （ 基金の処分）

第 6 条　 知事は、 第 1条の事業に要する経費の財源に充てる場合に限り 、 予算の定めると

こ ろにより 基金の全部又は一部を処分するこ と ができる。

　 （ 委任）

第 7 条　 この条例に定めるもののほか、 基金の管理に関し必要な事項は、 知事が定める。

　 　 　 附　 則

　 この条例は、 公布の日から施行する。

　 （ 提案理由）

　 公立の高等学校等（ 特別支援学校の高等部を含む。 ） における教育改革の推進のための

事業に要する資金を積み立てるため、 基金を設置する必要がある。

　 これが、 この条例案を提出する理由である。

。）
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条 例 等 議 案 関 係 （概 要） 

議案番号 議 案 名 内     容 

第２１号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本県高等学校

等教育改革促進

基金条例の制定

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 制定の必要性 

公立の高等学校等（特別支援学校の高等部を含む。）

における教育改革の推進のための事業に要する資金を積

み立てるため、基金を設置する必要がある。 

 

２ 内容 

（１）熊本県高等学校等教育改革促進基金（以下「基金」

という。）の設置及び運営に関し、必要な事項を条例

で定める。 

ア 基金の設置について定める。（第１条関係） 

  イ 基金として積み立てる額について定める。 

（第２条関係） 

ウ 基金に属する現金の保管について定める。 

（第３条関係） 

エ 基金の運用から生ずる収益の処理について 

定める。（第４条関係） 

オ 基金の運用について定める。（第５条関係） 

カ 基金の処分について定める。（第６条関係） 

キ その他基金の管理に関し必要な事項は、知 

事が定める。（第７条関係） 

（２）この条例は、公布の日から施行する。 
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